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�愛媛県規則第２５号
愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則

（愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部改正）

第１条 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）、沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年農

林水産省令第２２号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行令第２条の

表第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３

月農林水産省告示第５３５号）、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者と

の連携による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令

第２３４号）、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の

促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年

農林水産省令第２２号）

、中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者と

の連携による事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令

第２３４号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動

の促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する
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業改良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林

水産省令第４８号）及び中小企業者と農林漁業者との連携による事

業活動の促進に関する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実

施する農業改良措置を支援するための措置等を定める省令第４条

第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件（令和４年３月

農林水産省告示第５３６号）、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の

原材料としての利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。

以下「バイオ燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイ

オ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０

年政令第２９６号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成

２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を

活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）及び地

域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の

農林水産物の利用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産

省令第７号）

並びに東日本大震災に対処

するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律

第４０号）及び東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び

助成に関する法律の農林水産省関係規定の施行等に関する政令

（平 成２３年 政 令 第１３２号。以 下「東 日 本 大 震 災 特 財 令」と い

う。）に定めるもののほか、この規則の定めるところにより、法

第３条第１項に規定する沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事

者等」という。）、農商工等連携促進法第１２条第１項に規定する

認定中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）及び六次産

業化法第６条第３項に規定する促進事業者（以下「促進事業者」

という。）に対して、経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁

業者等養成確保資金（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸

し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、沿岸漁業従事者等、認定中

小企業者及び促進事業者に対する沿岸漁業改善資金の貸付けの業

務を行う融資機関（法第３条第２項に規定する融資機関をいう。

以下同じ。）に対し、当該業務に必要な資金の全部を貸し付ける

ものとする。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金（県

又は融資機関が行う沿岸漁業従事者等、認定中小企業者及び促進

事業者に対する貸付けに係る資金をいう。以下同じ。）の一沿岸

漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限度額

及び償還期間は、次の表のとおりとする。

農業改良措置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農

林水産省令第４８号）

、農林漁業有機物資源のバイオ燃料の

原材料としての利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。

以下「バイオ燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイ

オ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０

年政令第２９６号）、地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成

２２年法律第６７号。以下「六次産業化法」という。）、地域資源を

活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産

物の利用促進に関する法律施行令（平成２３年政令第１５号）、地域

資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農

林水産物の利用促進に関する法律施行規則（平成２３年農林水産省

令第７号）及び地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の

創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律施行令第４

条第１項の表第５号の農林水産大臣が定める基準等を定める件

（平成２３年農林水産省告示第６０８号）並びに東日本大震災に対処

するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律

第４０号）及び東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び

助成に関する法律の農林水産省関係規定の施行等に関する政令

（平 成２３年 政 令 第１３２号。以 下「東 日 本 大 震 災 特 財 令」と い

う。）に定めるもののほか、この規則に定めるところにより、法

第３条第１項に規定する沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事

者等」という。）、農商工等連携促進法第１２条第１項に規定する

認定中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）及び六次産

業化法第６条第３項に規定する促進事業者（以下「促進事業者」

という。）に対して、経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁

業者等養成確保資金（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸

し付けるものとする。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金

の一沿岸

漁業従事者等、一認定中小企業者及び一促進事業者ごとの限度額

及び償還期間は、次の表のとおりとする。

省略 省略

２・３ 省略

４ 東日本大震災により著しい被害を受けた者で東日本大震災特財

令第１条第１項各号のいずれかに該当するもの（原子力災害（平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発

電所の事故による災害をいう。）による影響を受けている者に限

る。）に対して東日本大震災の後令和４年３月３１日までに県が貸

し付ける経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確

保資金のそれぞれの種類及び貸付けの内容ごとの償還期間及び据

２・３ 省略

４ 東日本大震災により著しい被害を受けた者で東日本大震災特財

令第１条第１項各号のいずれかに該当するもの（原子力災害（平

成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発

電所の事故による災害をいう。）による影響を受けている者に限

る。）に対して東日本大震災の後令和４年３月３１日までに 貸

し付ける経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確

保資金のそれぞれの種類及び貸付けの内容ごとの償還期間及び据
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置期間に係る前３項の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。

置期間に係る前３項の規定の適用については、次の表の左欄に掲

げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。

省略 省略

（借受資格）

第５条 沿岸漁業改善資金の借受者たる資格を有するものは、次に

掲げるものであつて、各資金の種類に属する貸付けの内容に係る

事業等を適正に実施することが見込まれるものとして知事が別に

定めるものとする。

�～� 省略

� 農商工等連携促進法第４条第２項第２号ハに規定する経営等

改善措置を支援するための措置を行う認定中小企業者又は六次

産業化法第５条第４項第３号に規定する経営等改善措置を支援

するための措置を行う促進事業者であつて、次のいずれにも該

当しないもの

ア～オ 省略

２ 前項に規定する借受者たる資格を有するもの（同項第４号に掲

げるものを除く。）のうち、法人格のない団体にあつては、次に

掲げる条件を併せ有するものでなければならない。

� 沿岸漁業生産又は沿岸漁業技術の改善等を共同又は集団的に

行うことを目的として組織された団体であつて、実体的活動を

現に行つているもの（第２条第２項の表第３号及び同条第３項

の表第３号に掲げる資金にあつては、実体的活動を近い将来に

おいて行うことが確実であるものを含む。）であること。

�・� 省略

（貸付資格の認定）

第６条 沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定（以下「認定」とい

う。）を受けようとするものは、沿岸漁業改善資金貸付資格認定

申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）に沿岸漁業

改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）（農商工等連携促進

法第２条第４項に規定する農商工等連携事業にあつては農商工等

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工等連携事業計画

を、バイオ燃料法第２条第３項に規定する生産製造連携事業にあ

（借受資格）

第５条 沿岸漁業改善資金の借受者たる資格を有するものは、次に

掲げるものであつて、各資金の種類に属する貸付けの内容に係る

事業等を適正に実施することが見込まれるものとして貸付基準に

定めるものとする。

�～� 省略

� 農商工等連携促進法第４条第２項第２号ハに規定する

措置を行う認定中小企業者又は六次

産業化法第５条第４項第３号に規定する

措置を行う促進事業者であつて、次のいずれにも該

当しないもの

ア～オ 省略

２ 前項に規定する借受者たる資格を有するもの（同項第４号に掲

げるものを除く。）のうち、法人格のない団体にあつては、次に

掲げる条件を併せ有するものでなければならない。

� 沿岸漁業生産又は沿岸漁業技術の改善等を共同又は集団的に

行うことを目的として組織された団体であつて、実体的活動を

現に行つているもの（第２条第２項の表第３号及び同条第３項

の表第２号に掲げる資金にあつては、実体的活動を近い将来に

おいて行うことが確実であるものを含む。）であること。

�・� 省略

（連帯保証人又は担保）

第６条 沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとするものは、連帯

保証人を立てなければならない。ただし、知事がやむを得ないと

認める場合は、連帯保証人に代えて担保を提供することができ

る。

２ 前項本文の場合において、沿岸漁業改善資金の貸付けを受けよ

うとするものが前条第１項第２号に掲げる団体又は認定中小企業

者若しくは促進事業者（団体であるものに限る。）であるとき

は、その構成員のうち、当該貸付けによつて受益するもの（その

ものが特定されない場合にあつては、当該団体の理事等）が当該

団体の連帯保証人となるものとする。

３ 前項に規定するもののほか、連帯保証人の資格及び数は、別に

定めるところによるものとする。

４ 知事は、貸付金債権を保全するため必要があると認める場合

は、沿岸漁業改善資金の貸付けを受けたものに対し連帯保証人の

追加若しくは交替又は担保の追加若しくは変更を求めることがあ

る。

５ 第１項及び前項の担保の提供は、沿岸漁業改善資金により購入

し、又は設置する機械又は施設を優先するものとする。

（貸付けの申請）

第７条 沿岸漁業改善資金の貸付け

を受けようとするものは、沿岸漁業改善資金貸付申請書

（様式第１号。以下「貸付申請書」という。）に沿岸漁業

改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）（農商工等連携促進

法第２条第４項に規定する農商工等連携事業にあつては農商工等

連携促進法第５条第３項に規定する認定農商工等連携事業計画

を、バイオ燃料法第２条第３項に規定する生産製造連携事業にあ
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つてはバイオ燃料法第５条第２項に規定する認定生産製造連携事

業計画を、六次産業化法第３条第４項に規定する総合化事業にあ

つては六次産業化法第６条第３項に規定する認定総合化事業計画

を含む。）その他知事が必要と認める書類を添え、そのもの（認

定中小企業者又は促進事業者の場合にあつては、その支援する沿

岸漁業従事者等）の住所地（法人格のない団体の場合にあつて

は、当該団体の主たる事務所の所在地）をその地区内に含む漁業

協同組合（以下「漁業協同組合」という。）及び所轄の地方局長

（以下「地方局長」という。）を経由して知事に提出しなければ

ならない。この場合において、認定 を受けようとするものが漁

業協同組合若しくは漁業生産組合であるとき、又は認定申請書を

漁業協同組合を経由して提出することができないものであるとき

は、地方局長を経由して知事に提出するものとする。

２ 地方局長は、前項の規定により認定申請書を受理したときは、

当該認定申請書に沿岸漁業改善資金運営協議会（以下「運営協議

会」という。）の当該認定申請についての適否に関する意見及び

認定 に参考となるべき資料等を添え、知事に提出しなけ

ればならない。

３ 知事は、前項の規定により認定申請書の提出を受けた場合は、

法第８条の規定に該当するかどうかを審査し、認定をするかどう

かの決定を行うものとする。

４ 知事は、前項の規定に基づき、認定をしたときは認定申請書を

提出したものに沿岸漁業改善資金貸付資格認定書（様式第３号。

以下「認定書」という。）を交付し、漁業協同組合及び地方局長

並びに融資機関（当該認定申請書を提出したものが沿岸漁業改善

資金の貸付けを受けようとする融資機関に限る。）に沿岸漁業改

善資金貸付資格認定連絡書（様式第４号）を送付し、認定をしな

い旨の決定を行つたときはその旨を認定申請書を提出したもの、

漁業協同組合及び地方局長並びに当該融資機関に通知するものと

する。

５ 省略

（県による貸付け）

第７条 県から沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとするもの

は、認定申請書（認定を受けている場合にあつては、認定書の写

し）と併せて、沿岸漁業改善資金借入申込書（様式第５号。以下

「借入申込書」という。）を漁業協同組合及び地方局長を経由し

て知事に提出しなければならない。この場合において、貸付けを

受けようとするものが漁業協同組合若しくは漁業生産組合である

とき、又は借入申込書を漁業協同組合を経由して提出することが

できないものであるときは、地方局長を経由して知事に提出する

ものとする。

２ 知事は、前項の規定により借入申込書の提出を受けた場合

は、これ を審査し、貸付けをする

かどうかの決定を行うものとする。

３ 知事は、前項の規定に基づき、貸付けの決定を行つたときは借

入申込書を提出したもの（以下「借入申込者」という。）に沿岸

漁業改善資金貸付決定通知書（様式第６号。以下「資金貸付決定

通知書」という。）を交付し、漁業協同組合及び地方局長並びに

愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則（昭和５４年愛媛県規則

第８３号）第２条に規定する愛媛県信用漁業協同組合連合会（以下

「県信漁連」という。）に沿岸漁業改善資金貸付決定連絡書（様

式第７号）を送付し、貸付けをしない旨の決定を行つたときはそ

の旨を借入申込者、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に

つてはバイオ燃料法第５条第２項に規定する認定生産製造連携事

業計画を、六次産業化法第３条第４項に規定する総合化事業にあ

つては六次産業化法第６条第３項に規定する認定総合化事業計画

を含む。）その他知事が必要と認める書類を添え、そのもの（認

定中小企業者又は促進事業者の場合にあつては、その支援する沿

岸漁業従事者等）の住所地（法人格のない団体の場合にあつて

は、当該団体の主たる事務所の所在地）をその地区内に含む漁業

協同組合（以下「漁業協同組合」という。）及び所轄の地方局長

（以下「地方局長」という。）を経由して知事に提出しなければ

ならない。この場合において、貸付けを受けようとするものが漁

業協同組合若しくは漁業生産組合であるとき、又は貸付申請書を

漁業協同組合を経由して提出することができないものであるとき

は、地方局長を経由して知事に提出するものとする。

２ 地方局長は、前項の規定により貸付申請書を受理したときは、

当該貸付申請書に沿岸漁業改善資金運営協議会（以下「運営協議

会」という。）の当該貸付申請についての適否に関する意見及び

貸付けの決定に参考となるべき資料等を添え、知事に提出しなけ

ればならない。

３ 省略

（貸付けの決定）

第８条 知事は、前条の規定により貸付申請書の提出を受けた場合

は、法第８条の規定に該当するかどうかを審査し、貸付けをする

かどうかの決定を行うものとする。

２ 知事は、前項の規定に基づき、貸付けの決定を行つたときは貸

付申請書を提出したもの（以下「貸付申請者」という。）に沿岸

漁業改善資金貸付決定通知書（様式第３号。以下「貸付決定通知

書 」という。）を交付し、漁業協同組合及び地方局長並びに

愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則（昭和５４年愛媛県規則

第８３号）第２条に規定する愛媛県信用漁業協同組合連合会（以下

「県信漁連」という。）に沿岸漁業改善資金貸付決定連絡書（様

式第４号）を送付し、貸付けをしない旨の決定を行つたときはそ

の旨を貸付申請者、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に
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通知するものとする。

（資金借用証書）

第８条 借入申込者は、資金貸付決定通知書を受け取つた場合は、

貸付決定の日から３０日以内に、沿岸漁業改善資金借用証書（様式

第８号。以下「資金借用証書」という。）を漁業協同組合及び県

信漁連を経由して知事に提出しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項後段の規定により借入申

込書を地方局長を経由して提出させた場合にあつては、資金借用

証書 を県信漁連を経由して知事に提出するものとする。

（連帯保証人又は担保）

第９条 県から沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとするもの

は、連帯保証人を立てなければならない。ただし、知事がやむを

得ないと認める場合は、連帯保証人に代えて担保を提供すること

ができる。

２ 前項本文の場合において、沿岸漁業改善資金の貸付けを受けよ

うとするものが第５条第１項第２号に掲げる団体又は認定中小企

業者若しくは促進事業者（団体であるものに限る。）であるとき

は、その構成員のうち、当該貸付けによつて受益するもの（その

ものが特定されない場合にあつては、当該団体の理事等）が当該

団体の連帯保証人となるものとする。

３ 前項に規定するもののほか、連帯保証人の資格及び数は、知事

が別に定めるところによるものとする。

４ 知事は、貸付金（県が貸し付けるものに限る。次条において同

じ。）に係る債権を保全するため必要があると認める場合は、県

から沿岸漁業改善資金の貸付けを受けたものに対し連帯保証人の

追加若しくは交替又は担保の追加若しくは変更を求めることがあ

る。

５ 第１項及び前項の担保の提供は、沿岸漁業改善資金により購入

し、又は設置する機械又は施設を優先するものとする。

（貸付金の交付及び貸付対象事業の着手）

第１０条 知事は、資金借用証書と引換えに貸付金を交付するものと

する。

２ 第７条第３項の規定により資金貸付決定通知書の交付を受けた

もの は、貸付金の交付前に 貸付

けの対象となる事業（以下「貸付対象事業」という。）に着手し

てはならない。ただし、知事が特に必要があると認めたときは、

この限りでない。

（融資機関による貸付け及び県貸付金の貸付け）

第１１条 融資機関から沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとする

ものは、借入申込書に認定申請書の写し（認定を受けている場合

にあつては、認定書の写し）を添え、融資機関に提出しなければ

ならない。

２ 融資機関は、法第３条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸

付金」という。）の貸付けを受けようとするときは、沿岸漁業改

善資金県貸付金貸付申請書（様式第９号）に沿岸漁業従事者等、

認定中小企業者又は促進事業者から提出のあつた借入申込書の写

しその他知事が必要と認める書類を添え、知事に提出しなければ

ならない。

３ 知事は、前項の規定により沿岸漁業改善資金県貸付金貸付申請

書の提出を受けた場合は、これを審査し、貸付けを行うことが適

当であると認めたときは貸付けの決定を行い、融資機関に沿岸漁

業改善資金県貸付金貸付決定通知書（様式第１０号）を交付し、貸

付けをしない旨の決定を行つたときはその旨を融資機関に通知す

通知するものとする。

（借用証書）

第９条 貸付申請者は、貸付決定通知書 を受け取つた場合は、

貸付決定の日から３０日以内に、沿岸漁業改善資金借用証書（様式

第５号。以下「借用証書 」という。）を漁業協同組合及び県

信漁連を経由して知事に提出しなければならない。

２ 前項の場合において、第７条第１項後段 の規定により貸付申

請書を地方局長を経由して提出させた場合にあつては、前項の借

用証書を県信漁連を経由して知事に提出するものとする。

（貸付金の交付及び貸付対象事業の着手）

第１０条 知事は、借用証書 と引換えに貸付金を交付するものと

する。

２ 貸付金 の交付を受けた

もの（以下「借受者」という。）は、貸付金の交付前に当該貸付

けの対象となる事業（以下「貸付対象事業」という。）に着手し

てはならない。ただし、知事が特に必要があると認めたときは、

この限りでない。
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るものとする。

４ 融資機関は、前項の規定により知事から沿岸漁業改善資金県貸

付金貸付決定通知書の交付を受けたときは借入申込者に速やかに

資金貸付決定通知書を交付し、貸付けをしない旨の決定を行つた

ときはその旨を速やかに借入申込者に通知するものとする。

５ 融資機関は、県貸付金の交付を受けようとするときは、沿岸漁

業改善資金県貸付金借用証書（様式第１１号）を知事に提出しなけ

ればならない。

６ 知事は、沿岸漁業改善資金県貸付金借用証書と引換えに県貸付

金を交付するものとする。

７ 融資機関は、借受申込者に資金借用証書の提出を求めなければ

ならない。

８ 融資機関は、県貸付金の交付を受けた後、速やかに沿岸漁業改

善資金の貸付けを行うものとする。この場合において、融資機関

は、当該貸付けを行うことを条件として借入申込者に対して既存

の債権の償還条件等の変更をしてはならない。

９ 前条第２項の規定は、第４項の規定により資金貸付決定通知書

の交付を受けた借入申込者について準用する。

１０ 県貸付金は、無利子とする。

１１ 県貸付金の償還期間及び据置期間は、当該県貸付金を原資とし

て融資機関が借入申込者に対して貸し付ける第２条第１項から第

３項までの表の沿岸漁業改善資金の種類に応じ、これらの表の償

還期間の欄に規定する償還期間及び据置期間の年数にそれぞれ１

年を加えた年数とする。ただし、融資機関が県貸付金を原資とし

て同欄に据置期間が規定されていない沿岸漁業改善資金を貸し付

ける場合にあつては、当該県貸付金の償還期間は同欄に規定する

償還期間の年数に１年を加えた年数とし、当該県貸付金の据置期

間は１年とする。

１２ 融資機関は、次に掲げる場合は、直ちに知事に報告し、その指

示に従わなければならない。

� 沿岸漁業改善資金の貸付けの業務を中止し、又は廃止しよう

とする場合

� 沿岸漁業改善資金の貸付けの業務の遂行が困難となつた場合

１３ 融資機関は、知事が当該融資機関に対する貸付けに係る債権の

保全その他貸付けの条件の適正な実施を図るために必要があると

認める場合において、その業務及び資産の状況に関し報告を求め

たときは、遅滞なく報告をしなければならない。

１４ 知事は、融資機関が正当な理由がなくて貸付けの条件に違反し

た場合には、支払期日前に、当該融資機関に対し、いつでも県貸

付金の全部又は一部の償還を請求することができる。

１５ 知事は、融資機関が支払期日に償還金又は前項の規定により償

還をすべき金額を支払わなかつた場合には、延滞金額につき年

１２．２５パーセントの割合をもつて支払期日の翌日から支払当日ま

での日数により計算した違約金を徴収するものとする。

（事業実施報告書等）

第１２条 貸付金の交付を受けたもの（以下「借受者」という。）

は、貸付金の交付後３箇月（第２条第３項の表第３号に掲げる資

金にあつては、６箇月）以内に貸付対象事業を完了しなければな

らない。ただし、当該期間内に貸付対象事業を完了することが著

しく困難な場合で、貸付けの決定を行つた機関（知事又は融資機

関をいう。以下「貸付決定機関」という。）の承認を受けたとき

は、この限りでない。

２ 借受者は、貸付対象事業完了後２０日以内に沿岸漁業改善資金貸

（事業実施報告書等）

第１１条 借受者

は、貸付金の交付後３箇月（第２条第３項の表第３号に掲げる資

金にあつては、６箇月）以内に貸付対象事業を完了しなければな

らない。ただし、当該期間内に貸付対象事業を完了することが著

しく困難な場合で、知事

の承認を受けたとき

は、この限りでない。

２ 借受者は、貸付対象事業完了後２０日以内に沿岸漁業改善資金貸
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付対象事業実施報告書（様式第１２号。以下「事業実施報告書」と

いう。）に当該貸付対象事業に係る領収書の写しを添え、貸付決

定機関に提出するものとし、知事に提出する場合は、漁業協同組

合及び地方局長を経由して 提出しなければならない。第７

条第１項後段の規定は、当該事業実施報告書を知事に提出する場

合について準用する。

３ 融資機関は、前項の規定により事業実施報告書の提出を受けた

場合は、これを審査し、速やかに、沿岸漁業改善資金県貸付金業

務実施報告書（様式第１３号）に当該事業実施報告書の写しを添

え、知事に提出しなければならない。

４ 借受者又は融資機関は、知事が事業実施報告書又は沿岸漁業改

善資金県貸付金業務実施報告書により貸付対象事業の実施の結果

が貸付けの目的に適合していないと認めてする必要な指示に従わ

なければならない。

５ 借受者が法人格のない団体であるとき

は、事業実施報告書に、当該団体の構成員の個人別明細表を添付

するものとする。

６ 借受者が第２条第１項の表第１号、第

３号、第４号及び第９号から第１１号まで、同条第２項の表第３号

並びに同条第３項の表第３号に掲げる資金の借受者であつて、当

該貸付けについて、次の表の左欄に掲げる貸付けの条件のいずれ

かに該当する条件を付されているものであるときには、同表の中

欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる証明書等の写しを事

業実施報告書に添付するものとする。ただし、検査官の合格を証

する成績表の写しをもつてこれに代えることができる。

付対象事業実施報告書（様式第６号。以下「事業実施報告書」と

いう。）を

漁業協同組

合及び地方局長を経由して知事に提出しなければならない。第７

条第１項後段の規定は、この 場

合について準用する。

３ 前項の場合において、借受者が法人格のない団体であるとき

は、事業実施報告書に、当該団体の構成員の個人別明細表を添付

するものとする。

４ 第２項の場合において、借受者が第２条第１項の表第１号、第

３号、第４号及び第９号から第１１号まで、同条第２項の表第３号

並びに同条第３項の表第３号に掲げる資金の借受者であつて、当

該貸付けについて、次の表の左欄に掲げる貸付けの条件のいずれ

かに該当する条件を付されているものであるときには、同表の中

欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる証明書等の写しを事

業実施報告書に添付するものとする。ただし、検査官の合格を証

する成績表の写しをもつてこれに代えることができる。

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 機器等につき船舶安全法第６条ノ５第１項の

型式承認を受け、同項の検定に合格すること。

省略 ３ 機器等につき船舶安全法第６条ノ４第１項の

型式承認を受け、同項の検定に合格すること。

省略

（認定の取消し）

第１３条 知事は、貸付けの決定から貸付対象事業が完了するまでの

間に、当該貸付対象事業に係る計画を達成できない見込みとなつ

た場合は、当該計画に係る認定を取り消すものとし、沿岸漁業改

善資金貸付資格認定取消通知書（様式第１４号）により借受者に通

知するとともに、その旨を漁業協同組合及び地方局長並びに融資

機関（当該借受者が沿岸漁業改善資金の貸付けを受けている融資

機関に限る。）に通知するものとする。

２ 融資機関は、前項の規定に基づく通知を受けたときは、期限前

償還その他所定の手続を行わなければならない。

（支払の猶予の申請）

第１４条 借受者は、法第１０条（法第１２条第２項において準用する場

合を含む。）に規定する償還金の支払の猶予を受けようとすると

きは、沿岸漁業改善資金償還金支払猶予申請書（様式第１５号。以

下「資金支払猶予申請書」という。）に知事が指定する者の証明

書を添え、償還期日（分割支払の場合の各支払期日を含む。以下

同じ。）の３０日前までに貸付決定機関に提出するものとし、知事

に提出する場合は漁業協同組合及び地方局長を経由して 提

出しなければならない。

２ 第６条第２項及び第７条第１項後段 の規定は、前項

の知事に対する支払の猶予の申請について準用する。

（支払の猶予の決定）

第１５条 知事は、前条の規定により資金支払猶予申請書の提出を受

けた場合は、これを審査し、支払を猶予するかどうかの決定を行

（支払の猶予の申請）

第１２条 借受者は、法第１０条

に規定する償還金の支払の猶予を受けようとすると

きは、沿岸漁業改善資金償還金支払猶予申請書（様式第７号。以

下「支払猶予申請書 」という。）に知事が指定する者の証明

書を添え、償還期日（分割支払の場合の各支払期日を含む。以下

同じ。）の３０日前までに、

漁業協同組合及び地方局長を経由して知事に提

出しなければならない。

２ 第７条第１項後段及び第２項の規定は、前項

の 申請について準用する。

（支払の猶予の決定）

第１３条 知事は、前条の規定により支払猶予申請書 の提出を受

けた場合は、これを審査し、支払を猶予するかどうかの決定を行
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うものとする。

２ 知事は、前項の規定に基づき、支払の猶予の決定を行つたとき

は資金支払猶予申請書を提出したもの（以下「猶予申請者」とい

う。）に沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定通知書（様式第１６

号）を交付し、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に沿岸

漁業改善資金償還金支払猶予決定連絡書（様式第１７号）を送付

し、支払の猶予をしない旨の決定を行つたときはその旨を猶予申

請者、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に通知するもの

とする。

３ 融資機関は、前条第１項の規定により資金支払猶予申請書の提

出を受けた場合は、速やかに、沿岸漁業改善資金県貸付金償還金

支払猶予申請書（様式第１８号）に当該資金支払猶予申請書の写し

を添え、知事に提出しなければならない。

４ 知事は、前項の規定により沿岸漁業改善資金県貸付金償還金支

払猶予申請書の提出を受けた場合は、これを審査し、支払の猶予

の決定を行つたときは融資機関に沿岸漁業改善資金県貸付金償還

金支払猶予決定通知書（様式第１９号）を交付し、支払の猶予をし

ない旨の決定を行つたときはその旨を融資機関に通知するものと

する。

５ 融資機関は、前項の規定により沿岸漁業改善資金県貸付金償還

金支払猶予決定通知書の交付を受けたときは猶予申請者に速やか

に沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定通知書を交付し、支払の

猶予をしない旨の決定を行つたときはその旨を速やかに猶予申請

者に通知するものとする。

６ 貸付決定機関は、償還期限を過ぎて支払の猶予をしない旨の決

定を行つたときにおいても、法第１１条（法第１２条第２項において

準用する場合を含む。）に規定する違約金を徴収するものとす

る。

７ 前項の規定は、第１１条第１５項に規定する違約金の徴収について

準用する。

第１６条 省略

様式第２号（第６条、様式第１号関係） 沿岸漁業改善資金貸付対

象事業計画書

様式第２号（その１）～（その１０） 省略

様式第２号（その１１）

うものとする。

２ 知事は、前項の規定に基づき、支払の猶予の決定を行つたとき

は支払猶予申請書 を提出したもの（以下「猶予申請者」とい

う。）に沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定通知書（様式第８

号）を交付し、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に沿岸

漁業改善資金償還金支払猶予決定連絡書（様式第９号）を送付

し、支払の猶予をしない旨の決定を行つたときはその旨を猶予申

請者、漁業協同組合及び地方局長並びに県信漁連に通知するもの

とする。

３ 知事 は、償還期限を過ぎて支払の猶予をしない旨の決

定を行つたときにおいても、法第１１条

に規定する違約金を徴収するものとす

る。

第１４条 省略

様式第２号（第７条 関係） 沿岸漁業改善資金貸付対

象事業計画書

様式第２号（その１）～（その１０） 省略

様式第２号（その１１）

省略 省略

自家経

営の概

要

認定申請者

の年齢

省略 自家経

営の概

要

貸付申請者

の年齢

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（その１２）

注 省略

様式第２号（その１２）

省略 省略

自家経

営の概

要

認定申請者

の年齢

省略 自家経

営の概

要

貸付申請者

の年齢

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第６号（第７条、第８条、第１０条、第１１条、様式第７号関係）

沿岸漁業改善資金貸付決定通知書

注 省略

様式第３号（第８条 関係）

沿岸漁業改善資金貸付決定通知書
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省略

愛媛県知事 �

（融資機関 �）

年 月 日付けで借入れの申込みのあつた沿岸漁業

改善資金（ 資金）の貸付けについては、

次のとおり決定します。

省略

愛媛県知事 �

先に申請 のあつた沿岸漁業

改善資金（ 資金）の貸付けについては、

次のとおり決定する 。

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第７号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付決定連絡書 様式第４号（第８条関係） 沿岸漁業改善資金貸付決定連絡書

省略 省略

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第８号（第８条、第１０条、第１１条関係） 沿岸漁業改善資金借

用証書

（表）

様式第５号（第９条 関係） 沿岸漁業改善資金借

用証書

（表）

省略 省略

本日上記のとおり沿岸漁業改善資金を借用いたしました。

ついては、沿岸漁業改善資金に係る法令、愛媛県沿岸漁業改

善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）及び裏面記載

の特約条項を承知の上、借入金の償還は、償還期日に相違な

く実行することを確約いたします。

省略

愛媛県知事 様

（融資機関）

省略

沿岸漁業改善資金の借受けにつき、次の者は、沿岸漁業改

善資金に係る法令、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び裏

面記載の特約条項を承知の上、借受者と連帯して債務の弁済

の責めに任じます。

本日上記のとおり沿岸漁業改善資金を借用いたしました。

ついては 、愛媛県沿岸漁業改

善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）及び裏面記載

の特約条項を承知の上、借入金の償還は、償還期日に相違な

く実行することを確約いたします。

省略

愛媛県知事 様

省略

沿岸漁業改善資金の借受けにつき、次の者は

、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則及び裏

面記載の特約条項を承知の上、借受者と連帯して債務の弁済

の責めに任じます。

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印欄は、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

（裏）

注 １ ※印欄は、記載しないこと。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

（裏）

省略

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）は、沿岸漁業改善資

金の貸付けを受けた者（以下「乙」という。）が次の各号

のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場

合には、償還期限（分割支払の場合の各支払期日を含む。

以下同じ。）にかかわらず、乙に対し直ちに債権の全部又

は一部を弁済させる。

� 貸付資格の認定が取り消されたとき。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則

省略

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）は、沿岸漁業改善資

金の貸付けを受けた者（以下「乙」という。）が次の各号

のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場

合には、償還期限（分割支払の場合の各支払期日を含む。

以下同じ。）にかかわらず、乙に対し直ちに債務の全部又

は一部を弁済させる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（以下「貸付規則」
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及びこの特約条項に基づく義務の履行を怠つ

たとき。

� 省略

省略

２ 乙は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号）

第１０条の規定による償還金の支払の猶予をしない旨の決定

を受けたときも、前項の規定による違約金を支払う。

省略

という。）及びこの特約条項に基づく義務の履行を怠つ

たとき。

� 省略

省略

２ 乙は、沿岸漁業改善資金助成法

第１０条の規定による償還金の支払の猶予をしない旨の決定

を受けたときも、前項の規定による違約金を支払う。

省略

注 融資機関に提出する場合にあつては、必要に応じ条項及び

内容を加除して作成すること。

様式第１２号（第１２条、様式第８号、様式第１３号関係） 沿岸漁業改

善資金貸付対象事業実施報告書

様式第６号（第１１条 関係） 沿岸漁業改

善資金貸付対象事業実施報告書

省略

愛媛県知事 様

（融資機関）

省略

省略

愛媛県知事 様

省略

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 省略

３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

� 当該貸付対象事業に係る領収書の写し

� 借受者が法人格のない団体であるときは、当該団体の

構成員の個人別明細表

� 借受者が愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年

愛媛県規則第８２号）第１２条第６項の規定に該当するとき

は、同項の表の右欄に掲げる証明書等の写し又は検査官

の合格を証する成績表の写し

様式第１５号（第１４条、第１５条、様式第１８号関係） 沿岸漁業改善資

金償還金支払猶予申請書

注

１ 省略

２ 領収書の写し及び借受者が法人格のない団体であるとき

は、当該団体の構成員の個人別明細表を添付すること。

３ 省略

様式第７号（第１２条 関係） 沿岸漁業改善資

金償還金支払猶予申請書

省略

愛媛県知事 様

（融資機関）

省略

省略

愛媛県知事 様

省略

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ ※印欄は、記載しないこと。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

４ 知事が指定する者の証明書を添付すること。

様式第１６号（第１５条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

通知書

注 １ ※印欄は、記載しないこと。

２ 知事が指定する者の証明書を添付すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第８号（第１３条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

通知書

省略

愛媛県知事 �

（融資機関 �）

年 月 日付けで貸し付けた沿岸漁業改善資金

（ 資金）の償還金の支払の猶予については、次のとお

り決定します。

省略

愛媛県知事 �

年 月 日付けで貸し付けた沿岸漁業改善資金

（ 資金）の償還金の支払の猶予については、次のとお

り決定する 。

省略 省略
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第２条 愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を次のように改正する。

様式第１号を次のように改める。

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１７号（第１５条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

連絡書

様式第９号（第１３条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

連絡書

省略 省略

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式第１号（第６条、第７条、第１１条関係） 沿岸漁業改善資金貸付資格認定申請書
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様式第２号の次に次の３様式を加える。



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６２

様式第３号（第６条、第７条、第１１条、様式第４号関係） 沿岸漁業改善資金貸付資格認定書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６３

様式第４号（第６条関係） 沿岸漁業改善資金貸付資格認定連絡書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６４

様式第５号（第７条、第８条、第１１条、様式第９号関係） 沿岸漁業改善資金借入申込書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６５

様式第８号の次に次の３様式を加える。



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６６

様式第９号（第１１条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金貸付申請書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６７

様式第１０号（第１１条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金貸付決定通知書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６８

様式第１１号（第１１条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金借用証書

（表）



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３６９

（裏）



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７０



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７１

様式第１２号の次に次の２様式を加える。



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７２

様式第１３号（第１２条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金業務実施報告書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７３

様式第１４号（第１３条関係） 沿岸漁業改善資金貸付資格認定取消通知書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７４

様式第１７号の次に次の２様式を加える。



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７５

様式第１８号（第１５条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金償還金支払猶予申請書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７６

様式第１９号（第１５条関係） 沿岸漁業改善資金県貸付金償還金支払猶予決定通知書



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７７

告 示

��������������

�愛媛県告示第４０２号
医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の６第１項の規定により、

次のとおり第７次愛媛県地域保健医療計画（令和２年４月１０日愛媛

県告示第３８０号）を変更した。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（「次のとおり」は、省略し、変更後の計画書を愛媛県保健福祉

部社会福祉医療局医療対策課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧

に供する。）

�������
�愛媛県告示第４０３号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明三丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和４年８月２２日、令和４年８月２９日、令和４年９月１２日の３

日間

４ 講習場所

松山市南堀端町２番地３ ＪＡ愛媛

リジェール松山

５ 受講料

１６，０００円

�������
�愛媛県告示第４０４号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明三丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

令和４年８月２２日、令和４年８月２９日、令和４年９月１２日の３

日間

４ 講習場所

松山市南堀端町２番地３ ＪＡ愛媛

リジェール松山

５ 受講料

１６，０００円

（愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則の一部改正）

第３条 愛媛県沿岸漁業改善資金会計事務取扱規則（昭和５４年愛媛県規則第８３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第４０５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

改 正 後 改 正 前

（会計事務の委託）

第２条 知事は、法第１４条第１項並びに地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５８条第１項及び第１６５条の３第１項の規定に基

づき、沿岸漁業改善資金の貸付けの事業に係る会計事務の一部を

愛媛県信用漁業協同組合連合会（以下「県信漁連」という。）に

委託するものとする。

（会計事務の委託）

第２条 知事は、法第１３条第１項並びに地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第１５８条第１項及び第１６５条の３第１項の規定に基

づき、沿岸漁業改善資金の貸付けの事業に係る会計事務の一部を

愛媛県信用漁業協同組合連合会（以下「県信漁連」という。）に

委託するものとする。

名 称 所 在 地
開 設 者 担当しようとする

医療の種類 指定年月日
氏名又は名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

保険薬局みなみ 宇和島市保田甲８５８ 愛ファーマシー株式会社 宇和島市本町追手二丁目
２番２２号

代表取締役
三 原 尚太朗

薬局（育成医療・
更生医療）

令和４年
４月１日



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７８

��������������

��������������

�愛媛県告示第４０６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医

療機関の名称を変更した旨の届出があった。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１７項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が就任した旨の届出があった。

令和４年４月１２日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

�������
�愛媛県告示第４１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、南予用水土地改良区連合の定款の変

更を認可した。

令和４年４月１２日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�愛媛県告示第４０７号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定によ

り告示する。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局�万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。
令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

コスモス薬局山田井
店

ウエルシア薬局 四
国中央山田井店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

コスモス薬局川之江
店

ウエルシア薬局 四
国中央妻鳥店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

コスモス薬局東店 ウエルシア薬局 四
国中央東店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

あおぞら薬局 ウエルシア薬局 愛
媛労災病院前店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

そよかぜ薬局 ウエルシア薬局 新
居浜中萩店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

アップル薬局 ウエルシア薬局 新
居浜坂井店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

名 称
担当する医療の種類 変 更

年月日
変 更 前 変 更 後

コスモス薬局 ウエルシア薬局 四
国中央下柏店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

コスモス薬局中央店 ウエルシア薬局 四
国中央川之江店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

コスモス薬局駅前店 ウエルシア薬局 新
居浜駅前店

薬局（育成医療・更
生医療）

令和４年
３月１日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

川之
江第
２号

四国中央市川之江町４０６４番地 うま農業協同組合 川之江支店 四国中央市川之江町４０６４番地 令和４年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線

上浮穴郡�万高原町菅生１番耕地６２０番から

同町菅生１番耕地５７３番まで
旧 ３．７～５．０ ０．２０６

上浮穴郡�万高原町菅生１番耕地６２０番から

同町菅生１番耕地５７３番２まで
新 ７．６～１５．０ ０．２０６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 山 満 喜 西宇和郡伊方町中浦甲１６０番地



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３７９

��������������
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�������
�愛媛県告示第４１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の規定に

基づき、次のとおり包括外部監査契約を締結した。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

木本 敦

松山市東野一丁目２番５５号

２ 包括外部監査契約の期間の始期

令和４年４月１日

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用

の額の算定方法及び支払方法

� 費用の額の算定方法

基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算

� 費用の支払方法

執務費用及び実費に相当する額の範囲内における概算払並び

に監査の結果に関する報告に基づく支払

�愛媛県告示第４１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１４号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定によりパ－キング・チケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託し

た。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４１５号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定によりパ－キング・チケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託し

た。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小倉三間線

宇和島市三間町大内３３９番地先から
同町大内３８９番３まで

及 び
宇和島市三間町大内３２９番１地先から
同町大内１３９番地先まで

旧
７．４～３３．３
及び

４．５～２４．５

０．６７３
及び
０．５８８

宇和島市三間町大内３３９番地先から
同町大内９４７番まで

及 び
宇和島市三間町大内３２９番１地先から
同町大内１３９番地先まで

新
１０．２～３３．３
及び

４．５～２４．５

０．６９３
及び
０．５８８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小倉三間線

宇和島市三間町大内３３９番地先から
同町大内９４７番まで

及 び
宇和島市三間町大内３２９番地１先から
同町大内１３９番地先まで

令和４年４月１２日

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

有限会社 セイコービルサービス 愛媛県松山市北藤原町１番地１８ パ－キング・チケット発給設備（今治市
内）からの手数料の収納の事務

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで



愛 媛 県 報令和４年４月１２日 第２９８号

３８０

訓 令

�愛媛県訓令第１１号
庁 中 一 般

各地方機関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和４年４月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

有限会社 セイコービルサービス 愛媛県松山市北藤原町１番地１８ パ－キング・チケット発給設備（松山市
内）からの手数料の収納の事務

令和４年４月１日から

令和５年３月３１日まで

改 正 後 改 正 前

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

漁

政

課

１～５

省略

漁

政

課

１～５

省略

６ 沿岸

漁業改

善資金

助成法

の施行

に関す

る事務

１ 事務委託契約（第１４条） ○ ６ 沿岸

漁業改

善資金

助成法

の施行

に関す

る事務

１ 事務委託契約（第１３条） ○

２ 県貸付金の貸付けの決定

（愛媛県沿岸漁業改善資金貸

付規則（以下この部において

「規則」という。）第１１条第

３項）

○

３ 県貸付金の期限前償還請求

（規則第１１条第１４項）

○

４ 県貸付金の支払猶予（規則

第１５条第４項）

○

７～１１

省略

７～１１

省略

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する農林水産振興部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する農林水産振興部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

水

産

課

１～６

省略

水

産

課

１～６

省略

７ 水産

金融

に

関する

事務

１ 省略 ７ 水産

金融及

び漁船

保険に

関する

事務

１ 省略

２ 指定漁船調書の確認 ○

３ 農林漁業共同化資金の融資適

格の承認

○

４ 青年漁業者資金に係る青年漁

業者の認定

○

５ 漁業経営維持安定資金に関す

ること。

� 融資機関との利子補給契約

（愛媛県漁業経営維持安定資

金融資要綱（昭和５１年１０月２５

日制定。以下この項において

「要綱」という。）第９）

○

� 漁業経営再建計画の認定

（要綱第６）

○

� 漁業経営維持安定資金利子

補給の承認（要綱第６）

○

２ 沿岸漁業改善資金に関するこ

と。

６ 沿岸漁業改善資金に関するこ

と。

�・� 省略 �・� 省略

� 貸付けの決定（愛媛県沿岸

漁業改善資金貸付規則第７条

）

○ � 貸付けの決定（愛媛県沿岸

漁業改善資金貸付規則（以下

この項において「規則」とい

う。）第８条）

○

� 借受者に対する事業実施報

告の徴収及び検査（規則第１１

条）

○

� 沿岸漁業改善資金運営協議

会委員の委嘱又は任命に関す

ること（愛媛県沿岸漁業改善

資金運営協議会運営要領（昭

和５５年 ２ 月２２日 制 定 ） 第

５）。

○

� 省略 � 省略

� 沿岸漁業改善資金融資対象

事業の検査及び指導に関する

こと。

○

８～１４

省略

８～１４

省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略
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労働委員会告示

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県労働委員会告示第１号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

令和４年４月１２日

愛媛県労働委員会

会 長 村 田 毅 之

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、農林水産振興部に関す

る事項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定に関すること。

� 沿岸漁業改善資金（県貸付金を除く。次号から第４６号までに

おいて同じ。）の期限前償還請求に関すること。

�～� 省略

� 沿岸漁業改善資金の貸付資格の認定の取消しに関すること。

�～� 省略

６～９ 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、農林水産振興部に関す

る事項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 沿岸漁業改善資金

の期限前償還請求に関すること。

�～� 省略

� 削除

�～� 省略

６～９ 省略

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会会長
松山大学法学部長

３５期
３９～４５期 令和３年９月６日

大 熊 伸 定 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４２～４５期 〃

小 田 敬 美 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授・大学院人文社会科学研究科教授 ４２～４５期 〃

大 野 圭 介 愛媛県労働委員会委員
弁護士 ４２～４５期 〃

武 智 雅 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ４３～４５期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
日本私鉄労働組合四国地方連合会執行委員長・愛媛県私鉄労働組合連合会副会長 ４０～４５期 〃

弓 立 浩 二 愛媛県労働委員会委員
前日本労働組合総連合会愛媛県連合会会長 ４２～４５期 〃

田 中 圭 子 愛媛県労働委員会委員
ＪＡＭ四国書記長・ＪＡＭ四国愛媛地区協議会特別役員

３８～４１期
４５期 〃

中 塚 広 之 愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会副会長・自治労愛媛県本部執行委員長 ４５期 〃

曽 我 一 樹 愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会副会長・ＵＡゼンセン愛媛県支部長 ４５期 令和４年２月８日

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役 ４０～４５期 令和３年９月６日

柴 田 智 恵 愛媛県労働委員会委員
有限会社大豊陸送代表取締役社長 ４３～４５期 〃

本 田 美 紀 愛媛県労働委員会委員
有限会社オルソ本田取締役 ４４～４５期 〃

植 村 明 雄 愛媛県労働委員会委員
住友重機械工業株式会社 愛媛製造所新居浜工場工場長 ４５期 〃

八 塚 洋 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ４５期 〃

筒 井 淑 矢 愛媛県労働委員会事務局長 ― 令和４年４月１日
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加 野 賢 二 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 令和２年４月１日

谷 建一郎 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 令和３年４月１日

令和４年４月１２日 発行


